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2 第１章 火災の概要 

表 1-1-1 火災状況（最近 10 年間）その２  

注 死者の( )内は、「自損行為による死者」を内数で示したものです。 

 最近10年間の火災種別の構成比の推移及び建物火災焼損程度別構成比の推移は、表1-1-

2、表1-1-3のとおりです。 

表1-1-2 火災種別の構成比(%) 表1-1-3 建物火災焼損程度の構成比(%) 

火災種別の構成比をみると、建物火災は平成19年以降60％以上の割合を占めており増加

傾向で推移し、車両火災は増減を繰り返しながら若干の減少、その他火災は平成28年には

25％を割り込みました。 

 建物火災焼損程度の構成比をみると、全焼は減少傾向で推移しています。平成28年は、

全焼の割合が最近10年で最も少なくなっています。 
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18 年 4,605 3,791 8,242 42,300 15,388 235 8,409,732 116(30) 1,234 

19 年 4,359 3,614 7,711 32,040 12,583 324 7,475,168 149(35) 1,230 

20 年 4,434 3,437 7,264 34,870 14,343 16 9,352,367 128(27) 1,187 

21 年 4,187 3,152 6,348 30,679 10,237 15 6,419,440 129(31) 1,025 

22 年 3,805 2,719 5,517 25,722 11,054 92 5,016,737 105(16) 932 

23 年 3,840 2,797 5,627 26,435 10,937 905 5,222,905 84(14) 962 

24 年 3,869 2,593 5,287 25,079 7,861 121 4,479,117 115(21) 832 

25 年 3,803 2,594 5,126 25,674 11,377 22 6,037,529 87(10) 781 

26 年 3,451 2,587 4,955 23,478 9,066 857 4,889,803 94(16) 790 

27 年 3,390 2,413 4,802 20,750 9,521 21 3,925,669 95(16) 827 

28 年 3,107 2,133 4,123 17,529 6,886 1 4,924,408 83(15) 853 

対前 

年比 
▼283 ▼280 ▼679 ▼3,221 ▼2,635 ▼20 998,739 ▼12(▼1) 26 

10 年

平均 
3,825 2,804 5,676 26,226 10,387 237 5,774,314 107(20) 942 

年 別 建物 車両 その他 林・船・航 

19 年 62.7 8.6 28.6 0.12 

20 年 64.7 7.6 27.5 0.16 

21 年 62.4 8.1 29.4 0.09 

22 年 63.2 8.0 28.6 0.16 

23 年 60.8 7.6 31.5 0.15 

24 年 65.7 5.9 28.2 0.10 

25 年 63.0 5.8 31.1 0.13 

26 年 62.5 6.9 30.5 0.15 

27 年 65.6 6.7 27.2 0.18 

28 年 69.5 6.9 23.5 0.13 

平均 64.0 7.2 28.6 0.14 

年 別 全焼 半焼 部分焼 ぼや 

19 年 4.1 3.5 21.3 71.2 

20 年 3.8 3.7 21.4 71.1 

21 年 4.1 3.4 19.2 73.3 

22 年 3.5 3.3 19.3 73.8 

23 年 3.4 4.0 18.5 74.0 

24 年 3.3 3.6 17.3 75.9 

25 年 3.8 2.8 17.3 76.1 

26 年 3.0 2.8 16.9 77.4 

27 年 2.9 3.2 17.6 76.3 

28 年 2.7 3.2 15.2 78.9 

平均 3.5 3.4 18.4 74.8 
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4 第１章 火災の概要 

表1-1-4 最近５年間の焼損床面積別発生状況 

焼 損 面 積 別 24年 25年 26年 27年 28年 
対前年 
増 減 

1,000㎡以上の火災 - - 1 - - - 

500㎡以上1,000㎡未満の火災 2 1  2 - 1 1 

3 0 0㎡以上 5 0 0㎡未満の火災 8 11 6 7 5 ▼2 

100㎡以上焼損した火災(合計) 63 69 66 56 39 ▼17 

1日当たりの焼損床面積（㎡） 68.5 70.3 64.3 56.8 47.9 ▼8.9 

 

表1-1-5 平成28年中の100㎡以上焼損した火災の月別発生状況 

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 計 

10  5 5  3  3 2  1 2  2  4  2  -  39  

  

 

注 折れ線グラフは、耐火造建物火災件数/建物火災件数で、建物火災の耐火造建物の占める割合を、

棒グラフは、焼損床面積/建物火災件数で、建物火災１件当たりの焼損床面積を示しています。 

 

建物火災１件当たりの焼損床面積は、平成19年以降10㎡未満で推移しており、平成28年中

は6.3㎡で、前年と比べて0.8㎡減少しています。 

平成28年の建物火災に占める耐火造建物の割合は61.4％で前年と比べて1.0ポイント増加

し、最近10年間で最も高い割合を示しており、増加傾向で推移しています。 

イ 林野火災焼損面積 

林野火災は１件で、前年と比べて２件減少しました。焼損面積は１ａ（アール）で、前年

と比べて20ａ（アール）減少しました。 

ウ 損害額 

火災による損害額は49億2,440万8千円で、前年と比べて9億9,873万9千円増加しました。

平成13年以降、増減を繰り返しながらも減少傾向で推移しています。 
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　延焼拡大率は、いずれの構造についても減少傾向で推移しています。なかでも、耐火

造建物が最も低く、平成28年は20.0％となっています。
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　　「誤使用」に着目する

と、電圧の異なる充電器

を使用するなどの「充電

方法の誤り」が 18 件と

32.1％を占めています。

次に、「分解」の 10.7％、

「バッテリ交換作業中」

などが 7.1％と続いてい

ます。
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平成 28 年中に発生した特徴的な火災事例　 通常使用で出火したものの中には、製造時に器具等が火災を誘発するような構造に

なっていたことに起因して出火した場合なども含まれています。そのような「構造が

不完全である」社告品等の火災件数の推移を表したものは、図1-6-16のとおりです。

社告品等からの出火件数の増加に伴い、リチウムイオン電池関連火災も増加傾向にあ

ります。

充電が最後までできない、使用時間が短くなった、充電中に熱くなるなどの異常

があった場合には使用をやめて、メーカーまたは販売店に相談してください。
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